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特別支援 
学校 
卒業生 

離職者 

在宅者 

 ○ 基礎体力向上 

 ○ 集中力、持続 力
等の習得 

 ○ 適性や課題の 
   把握    
                      等 

○ 職業習慣の確立 

○ マナー、挨拶、身なり等の習得   
                                                 等 

○ 職場見学・実習 

 

○ 施設外就労 

○求職活動 

 

○職場開拓 

○トライアル雇用 等 

職場定着期   
 訪問期 

 （フォロー期） 
通所後期 

（マッチング期） 
  通所中期 

   （実践的訓練期） 

就職後 

6か月 

【ハローワーク】 

就職後の 

継続支援 

就労移行支援 
体制加算 

 ○ 職業紹介 

 ○ 求職活動支援 

 ○ 求人開拓 

○就職・職場定着支援 

○就業に伴う生活支援 

○事業主支援 

○関係機関との連絡調整 等 

【地域障害者職業センター】 

連
携 

【不適応時】 

就労移行支援と労働施策の連携 

就労移行支援事業による訓練を経て就職に向けた支援にかかる地域障害者職業センターやハローワーク
と連携、就職後は障害者就業・生活支援センター等と連携し職場定着支援を展開 

障害者就業･生活支援センター 

再チャレンジ 

○ 専門的支援 

 （職業評価等） 
○ 研修の実施 
（就業支援基礎研修） 

移行準備支援 
体制加算  (Ⅱ) 

移行準備支援 
体制加算  (Ⅰ) 

就労支援関係 
研修修了加算 

○ 助言・援助 

職場適用援助者（ジョブコーチ）の活用による支援 

暫定 
支給決定 

就職 

就労移行支援事業 

離職の 
場合 

○アセスメント

就労系障害
福祉サービス
(就労継続支
援Ｂ型等)の
利用にかかる
アセスメント

通所前期 
（基礎訓練期） 

能力・ 
適性把握 
評価 
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10,905人/年 

特別支援学校 
卒業生16,854人/年 

4,096人/年 

 障害福祉サービス（就労系）  

927人/年 

一般就労への
移行の現状 

就 職 

地域 

生活 

企 業 等 

ハローワークからの
紹介就職件数 

５２，９３１人 

（平成２２年度） 

（平成２３年３月卒） 

① 特別支援学校から一般企業への就職が約 ２４.３ ％  障害福祉サービスが約 ６４.７ ％   

② 障害福祉サービスから一般企業への就職が年間 １．３ ％（Ｈ１５） → ３．６ ％（Ｈ２３） 
                                          ※就労移行支援からは２０．１％ （Ｈ２３） 

・就労移行支援 約 １．６万人 

・就労継続支援Ａ型､福祉工場 約 １．３万人 

・就労継続支援Ｂ型､旧法授産施設 約１２．９万人 

                                   （平成２３年１０月） 

               

小規模作業所 約１．４万人（平成２３年４月） 

地域活動支援センター    

就 職 

就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ 

障害者総数約７４４万人中、１８歳～６４歳の在宅者の方、約３３２万人 
（内訳：身１２４万人、知 ２７万人、精１８１万人）      

就労系障害福祉サービス 
から一般就労への移行 

 

1,288人/ H15  1.0 

2,460人/ H18  1.9 倍 

3,293人/ H21  2.6 倍 

4,403人/ H22  3.4 倍 

5,675人/ H23  4.4 倍 
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0% 50% 100%

35.7%  

39.3%  

42.4%  

36.2%  

28.6%  

13.1%  

10.6%  

8.1%  

14.3%  

18.3%  

16.8%  

15.6%  

4.8%  

11.5%  

11.3%  

14.1%  

4.8%  

6.0%  

5.4 % 

8.1%  

2.5%  

3.8%  

4.9%  

11.9%  

9.3%  

9.6%  

13.0%  

0% 0%超～ 

10%未満 

10%～ 

20%未満 

20%～ 

30%未満 

30%～ 

40%未満 

40%～ 

50%未満 

50%以上 

就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設割合の推移 

23年4月 

22年4月 

21年4月 

20年4月 

(一般就労移行率) 

一般就労への移行率が20%以上の施設 21.4% （施設数： 9） 

厚生労働省障害福祉課調べ (２３年４月分 回答率：71.2％) 

一般就労への移行率が20%以上の施設 40.1% （施設数： 463） 

一般就労への移行率が20%以上の施設 30.2% （施設数： 310） 

一般就労への移行率が20%以上の施設 29.3% （施設数： 224） 
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